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次のとおり一般競争入札に付します。
令和３年３月 31 日

東日本高速道路株式会社 関東支社
支社長 良峰 透

◎調達機関番号 417 ◎所在地番号 11
１ 業務概要
 品目分類番号 42
 業務名 横浜環状南線 釜利谷ＪＣＴ～戸
塚ＩＣ間通信設備詳細設計
 業務場所
横浜環状南線
自）神奈川県横浜市金沢区（釜利谷ＪＣＴ）
至）神奈川県横浜市戸塚区（戸塚ＩＣ）
横浜湘南道路
自）神奈川県横浜市栄区（栄ＩＣ・ＪＣＴ）
至）神奈川県藤沢市（藤沢ＩＣ）

 業務内容 本業務は、横浜環状南線 釜利
谷ＪＣＴ～戸塚ＩＣ間および横浜湘南道路
栄ＩＣ・ＪＣＴ～藤沢ＩＣ間の新規供用に伴
う通信設備の詳細設計を行うものである。
 概算数量
移動無線設備設計 ４ ＩＣ間
トンネル再放送設備設計 トンネル 11本
ＣＣＴＶ設備設計 950基

 履行期間 契約保証取得の日の翌日から
690日間

２ 競争参加資格
 審査基準日（下記３に示す競争参加資格確
認申請書等の提出期間の最終日をいう。以下
同じ。）において、東日本高速道路株式会社の
契約規程実施細則第６条の規定に該当しない
者であること。
 令和３年３月31日までに東日本高速道路株
式会社の平成31・32年度調査等競争参加資格
を有し、かつ、業務区分「施設設備設計」に
認定されている者であること。
 会社更生法に基づき更正手続開始の申立て
がなされている者、または民事再生法に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者
（上記の再認定を受けた者を除く。）でない
こと。

 審査基準日から入札・開札を経て落札者決
定の日までの期間（期首及び期末の日を含む）
において、東日本高速道路株式会社競争参加
資格停止等事務処理要領（平成18年８月７日
東高契第269号）に基づき、「地域３」におい
て競争参加資格停止を受けていないこと。
 平成22年度以降に元請として完成及び引渡
しが完了した業務において、次に示す同種業
務の実績を共に有すること。但し、同種業務
の実績を同一の業務において有する必要はな
い。
ａ）高速自動車国道又は高速自動車国道以外
の自動車専用道路における無線通信設備の
設計（※１）
ｂ）高速自動車国道又は高速自動車国道以外
の自動車専用道路におけるＣＣＴＶ設備の
設計（※２）
※１ 無線通信設備の設計とは、ＮＥＸＣ
Ｏ東日本施設工事調査等共通仕様書（Ｒ
210）の設計区分２２、４２のうち、
４20、４21、４23、４25、４
26、４33、４34のいずれかの設計と
する。ＮＥＸＣＯ東日本以外の事業者が
実施した業務については、ＮＥＸＣＯ東
日本の仕様と同等の内容とする。
※２ ＣＣＴＶ設備の設計とは、ＮＥＸＣ
Ｏ東日本施設工事調査等共通仕様書（Ｒ
210）の設計区分２２、４２のうち、
４22の設計とする。ＮＥＸＣＯ東日本
以外の事業者が実施した業務について
は、ＮＥＸＣＯ東日本の仕様と同等の内
容とする。

 管理技術者及び照査技術者は平成22年度以
降に元請として完成及び引渡しが完了した業
務において、次に示す同種業務のいずれかの
実績を有すること。
ａ）高速自動車国道又は高速自動車国道以外
の自動車専用道路における無線通信設備の
設計（※１）
ｂ）高速自動車国道又は高速自動車国道以外
の自動車専用道路におけるＣＣＴＶ設備の
設計（※２）

※１ 無線通信設備の設計とは、ＮＥＸＣ
Ｏ東日本施設工事調査等共通仕様書（Ｒ
210）の設計区分２２、４２のうち、
４20、４21、４23、４25、４
26、４33、４34のいずれかの設計と
する。ＮＥＸＣＯ東日本以外の事業者が
実施した業務については、ＮＥＸＣＯ東
日本の仕様と同等の内容とする。
※２ ＣＣＴＶ設備の設計とは、ＮＥＸＣ
Ｏ東日本施設工事調査等共通仕様書（Ｒ
210）の設計区分２２、４２のうち、
４22の設計とする。ＮＥＸＣＯ東日本
以外の事業者が実施した業務について
は、ＮＥＸＣＯ東日本の仕様と同等の内
容とする。

 次に掲げるいずれかの資格を満たす管理技
術者及び照査技術者を、本件業務に配置でき
る者であること。なお、外国資格を有する技
術者（わが国及びＷＴＯ政府調達協定締約国
その他建設市場が開放的であると認められる
国等の企業に所属する技術者に限る）につい
ては、あらかじめ下記に示す資格相当の国土
交通大臣認定（以下「大臣認定」という。）を
受けている必要がある。また、当該業者が競
争参加資格の認定を受けるためには、審査基
準日までに大臣認定を受け、認定書の写しを
提出しなければならない。
 技術士［電気電子部門（「電子応用」若し
くは「情報通信」）若しくは情報工学部門］
の資格を有し、技術士法による登録を行っ
ている者またはこれと同等の能力と経験を
有する技術者
 技術士［総合技術監理部門（上記の部
門に該当する選択科目）］の資格を有し、技
術士法による登録を行っている者
 ＲＣＣＭ［電気電子部門］の資格を有し、
ＲＣＣＭ資格制度による登録を行っている
者またはＲＣＣＭと同等の能力を有する者

 審査基準日において、管理技術者の手持ち
業務量が契約金額500万円以上の業務の合計
額が４億円未満かつ件数が10件未満である
者。なお、手持ち業務に複数年度にわたる契
約業務（※）がある場合の手持ち金額につい
ては、「手持ち業務毎に、履行期間の総月数を
分母とし、審査基準日が属する年度に係る履

行月数を分子として算出した割合を手持ち業
務毎の契約金額に乗じて得た額」の合計額を
手持ち業務の金額として評価する。また、「低
入札価格調査対象業務」がある場合は、業務
の合計額が２億円未満かつ件数が５件未満で
ある者。
※業務の履行期間が審査基準日が属する年度
を含む複数年度に及ぶ業務

 当該業務に係る施工（調査等）管理業務の
請負人または当該請負人と資本若しくは人事
面において関連がある者でないこと。
 当該業務の入札に参加しようとする者の間
に資本関係、人的関係がないこと。

３ 入札手続等
 担当部署 東日本高速道路株式会社 関東
支社 技術部 調達契約課 市原 登
〒3300854 埼玉県さいたま市大宮区桜木

町１1120 電話0486310020
 契約図書の交付期間、場所及び方法
 交付期間 令和３年３月31日（水）から
令和３年４月15日（木）16時まで
 交付場所 上記に同じ
 交付方法 当社ホームページに掲載する
 確認申請書等の提出期間、場所及び方法
 提出期間 令和３年４月１日（木）から
令和３年４月15日（木）16時まで
 提出場所 上記に同じ
 提出方法 電子入札システム
 入札書の提出期限、場所、方法及び開札日
時
 入札書の提出
 提出期限 令和３年６月14日（月）

16時
 提出場所 上記に同じ
 提出方法 電子入札システム
 開札日時 令和３年６月16日（水）

午前10時00分
 落札者の決定方式 総合評価落札方式
４ その他
 契約の手続においては日本語及び日本国通
貨を使用する。
 入札保証 不要 契約保証 必要
 支払条件
 前金払 有
 部分払 無
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